
 
 
 
 
 

クラスター弾の廃棄処分に係る契

約は、クラスター弾に関する条約（平

成２２年８月発効）に基づき、自衛隊

が保有するクラスター弾を廃棄する

ため、平成２３年８月に住友商事（株）

と締結され、平成２５年９月から廃棄

処分が開始、平成２７年２月に全弾の

クラスター弾の廃棄が完了しました。 
 廃棄されたクラスター弾は、陸上自

衛隊が保有していた「多連装ロケット

システム（ＭＬＲＳ）２９８ｍｍ、Ｍ

２６多目的弾」、「０３式１５５ｍｍり

ゅう弾砲用多目的弾」、「７０ｍｍＲＬ、

Ｍ２６１多目的弾」、及び航空自衛隊

が保有していた「ＣＢＵ－８７／Ｂ」

の４種類であり、その総数は１４，０

１１発です。 
これらのクラスター弾は、平成２５

年６月から平成２６年８月にかけ、３

回に分けて、日本からドイツ及びノル

ウェーの処分会社（ドイツ：Ｎａｍｍ

ｏ Ｂｕｃｋ（ナモ ブック社）、ノ

ルウェー：Ｎａｍｍｏ ＮＡＤ（ナモ 

ナド社））に輸送され、「ＭＬＲＳ２９

８ｍｍ、Ｍ２６多目的弾」については、

ドイツ（ナモ ブック社）にて解体処

分、「０３式１５５ｍｍりゅう弾砲用

多目的弾」、「７０ｍｍＲＬ、Ｍ２６１

多目的弾」及び「ＣＢＵ－８７／Ｂ」

については、ノルウェー（ナモ ナド

社）にて地下約８１０ｍの処分場で爆 

 
 
 
 
 

破処分されました。 
 装備施設本部としては、このような

クラスター弾の廃棄処分の契約履行

をとおして、クラスター弾に関する条

約上の義務の履行及びクラスター弾

がもたらす人道上の懸念への対応に

資することができたと考えています。 
【廃棄処分されるクラスター弾】 
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クラスター弾の廃棄処分 

解体処分中のＭＬＲＳ２９８ｍｍ、Ｍ２６多目的弾 

（ドイツ Ｎａｍｍｏ Ｂｕｃｋ社） 

爆破用ドナーチャージが被せられた 

ＣＢＵ－８７／Ｂ 

（ノルウェー Ｎａｍｍｏ ＮＡＤ社） 



【自衛隊の派遣とその任務】 

平成２３年１２月の閣議において、南

スーダンにおける国連平和維持活動（Ｐ

ＫＯ）への自衛隊の部隊等の派遣が決定

し、翌２４年１月から施設部隊等が派遣

され、南スーダンの首都であるジュバ及

びその周辺を活動地域として雨水排水

路、道路等のインフラ整備などの活動を

実施しています。 

【派遣技官の任務】 

装備施設本部からは、２名の技官を交

代で派遣しており、南スーダン派遣施設

隊第７次要員までに１６名が派遣され

ています（３次隊では交替で４名を派

遣）。 

 現地においては、企画・立案担当とし

て、「施設活動の技術的助言に関する事

項」を所掌し、その役割として、現地政

府等のインフラ整備計画などに係るニ

ーズに対し、施設部隊が保有する施工能

力等を最大限に生かせるような技術的

助言や工事の実施に必要な設計及び施

工に関する技術的支援を実施しており

ます。 

【第７次要員の実績】 

第７次要員は、平成２６年１２月４日

から、技術調査官付の大牟禮技官、施設

計画課の木村技官が派遣されていまし

たが、平成２７年６月２０日に約６ヶ月

の任務を終え、無事帰国しました。 

 

 
 

 

 
 

 

 

両名が派遣中に貢献した大きなプロ

ジェクトとしては、ＯＤＡ（政府開発援

助）と連携し、日本大使館、ＪＩＣＡ（国

際協力機構）そして自衛隊が「オールジ

ャパン」として活動したジュバ河川港の

防護柵設置事業がありました。 

派遣技官は、大使館及びＪＩＣＡ等と

の会議に出席し、装備施設本部技術支援

チームと一体で技術検討に取り組み、施

工を担う施設小隊と密接に連携しなが

ら、無事、防護柵を完成させました。 

また、派遣技官は技術検討のみならず、

ＪＩＣＡによるフェンス、門扉等の資材

調達においても、仕様の検討、数量見積

り、資材の確認及び搬入への立会い等に

も貢献し、強度、耐久性、安全性に配慮

した防護柵の設置を追求しました。 

平成２７年５月２２日には、日本大使、

ＪＩＣＡ所長、南スーダン共和国運輸道

路橋梁省（日本でいう国土交通省）の大

臣、副大臣等、多数の方が出席され竣工

式が執り行われました。 

日本が行った国際平和協力事業の証

の一つとして、末永く残る施設であって

欲しいと願っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第８次要員の派遣】 

 平成２７年６月４日南スーダン派遣

施設隊第８次要員として、技術調査官付

の古川技官（右側）、施設計画課の岩佐

技官（左側）が日本を発ち、二人は、６

月５日、無事南スーダン共和国に到着、

翌日から引継ぎ、現場確認等を精力的に

こなしています。 

 
 
 
 
 
 
 

ジュバ河川港防護柵設置工事竣工式 

南スーダン国連平和協力業務派遣技官（第７次要員から第８次要員へ） 

大牟禮技官（左） 木村技官（左） 

ジュバ空港へ到着する第８次要員 
派遣技官による技術支援の様子 



 

調達要求元別
（金額単位：百万円）

課室別
（金額単位：百万円）

要求機関 件数 金額 担当課室 件数 金額

内　 局 25 297 電 子 音 響 課 385 150,725

防　 大 101 2,113 電子 計算 機室 307 103,892

防医大 130 3,459 通 信 電 気 課 829 68,368

防　 研 2 5 誘 導 武 器 課 109 158,259

統　 幕 56 25,621 需 品 課 3,043 150,997

陸　 幕 2,353 363,645 武 器 課 216 46,897

海　 幕 2,115 526,359 弾 火 薬 室 251 76,308

空　 幕 2,012 560,355 機 械 車 両 課 573 26,416

情　 本 34 10,857 艦 船 課 80 42,065

技　 本 87 78,420 特 殊 艦 船 室 114 110,927

装　 本 7 54 航空 機第 １課 341 28,714

監　 本 1 2 航空 機第 ２課 86 218,560

地防局 2 478 回 転 翼 室 58 60,964

合　 計 6,925 1,571,664 輸 入 調 達 課 330 148,052

２５年度 6,901 1,269,253
有償 援助 調達

室
203 180,522

２４年度 6,833 1,528,705 合 計 6,925 1,571,664

（注） １　金額は、四捨五入によっているので計と符合しないことがある。

１　平成２６年度装備施設本部調達実施概況

 平成２６年度中央調達実績及び２７年度主要調達見込について 



 

 （金額単位：億円）

件数 金額 件数 金額 品目 数量 金額 契約相手方

　野外通信システム 28式 184 日本電気（株）

  １０式戦車 13両 115 三菱重工業(株)

　９９式自走１５５ｍｍりゅう弾砲 6両 44 (株)日本製鋼所

　(車体) 6両 13 三菱重工業(株)

  輸送ヘリコプター勢力維持改修 3機 129 川崎重工業(株)

　１１式短距離地対空誘導弾 １式 35 （株）東芝

　０３式中距離地対空誘導弾 １式 156 三菱電機（株）

　対空戦闘指揮統制システム 1式 26 三菱電機(株)

　電波監視装置１号機 1式 92 (株)東芝

　１２式地対艦誘導弾 2式 276 三菱重工業(株)

　８７式対戦車誘導弾 1式 40 川崎重工業(株)

　中距離多目的誘導弾 1式 60 川崎重工業(株)

　護衛艦（DD　5,000トン型） 1隻 289 三菱重工業（株）

　（電動機）　 1式 12 (株)日立製作所

　潜水艦（ＳＳ　2,900トン型） 1隻 312 川崎重工業（株）

　（電動機）　 1式 12 富士電機（株）

　掃海艦（ＭＳＯ　690トン型） 1隻 102 ジャパンマリンユナイテッド（株）

　潜水艦救難艦（ＡＳＲ　5,600トン型） 1隻 292 三井造船（株）

　固定翼哨戒機（Ｐ－１） 3機 340 川崎重工業(株)

　（エンジン）　 12個 102 （株）ＩＨＩ

　哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｋ） 4機 136 三菱重工業（株）

　（エンジン）　 8個 28 （株）ＩＨＩ

　１２式魚雷 1式 77 三菱重工業(株)

　平成２６年度深海救難艇（ＤＳＲＶ） 1隻 127 川崎重工業（株）

　戦闘機（Ｆ－３５Ａ） 1式 750 米空軍省

　次期特別輸送機の取得 1式 928 ＡＮＡホールディングス（株）

　９９式空対空誘導弾（Ｂ） 1式 58 三菱電機(株)

　Ｃ－２輸送機 2機 317 川崎重工業（株）

　戦闘機用エンジン要素（その２）の研究試作 1式 130 （株）ＩＨＩ

　新空対艦誘導弾（ＸＡＳＭ－３）（その５） 1式 20 三菱重工業(株)

　Ｆ－２の支援戦闘能力向上（その３） 1式 15 三菱重工業(株)

防　　大 108 10 101 21   防衛大学校共同利用電子計算機システム借上 1式 15 新日鉄住金ソリューションズ(株)

防 医 大 151 18 130 35   防衛医科大学校情報処理システム借上 1式 23 東日本電信電話(株)

　地理空間情報支援システム借上 1式 54 日本電気（株）

　地上マイクロ伝送システム 1式 19 日本電気(株)

合　  計 6,901 12,693 6,925 15,717

（注） １　金額は、四捨五入によっているので計と符合しないことがある。

　　   ２　内局等には、防研、統幕、情本、装本、監本及び地防局を含んでいる。

　防衛情報通信基盤（クローズ系）通信
　電子機器借上

1式 81 富士通（株）

　Ｆ－３５Ａの米国企業による製造への
　下請生産業務委託

1式 213 三菱重工業(株)

  Ｆ１３５－ＰＷ－１００エンジンの米国企業
  による製造への下請生産業務委託 1式 244 (株)ＩＨＩ

２　平成２６年度装備施設本部主要調達品目

２５年度 ２６年度 ２６年度主要調達品目

技　　本 101 745 87 784

内 局 等 127 354 127 373

海　　幕 2,028 4,413 2,115 5,264

陸　　幕 2,392 3,173 2,353 3,636

空　　幕 1,994 3,979 2,012 5,604

区分

要求
機関



 

（金額単位：億円）

25’ 24’ 23’ 22’ 21’

三 菱 重 工 業 ㈱ 213 2,632 16.7% 1 1 1 1 1

川 崎 重 工 業 ㈱ 156 1,913 12.2% 3 3 2 3 3

日 本 電 気 ㈱ 287 1,013 6.4% 4 2 4 4 4

ＡＮＡホールディングス㈱ 1 928 5.9% - - - - -

三 菱 電 機 ㈱ 118 862 5.5% 2 4 3 2 2

㈱ Ｉ Ｈ Ｉ 20 619 3.9% 5 9 7 9 14

富 士 通 ㈱ 128 527 3.4% 6 8 5 6 5

㈱ 東 芝 70 467 3.0% 8 7 6 11 9

㈱ 小 松 製 作 所 34 339 2.2% 7 10 8 7 6

三 井 造 船 ㈱ 8 319 2.0% 110 261 220 197 7

伊藤忠アビエ ーショ ン㈱ 37 287 1.8% 41 31 33 24 21

ＪＸ日鉱日石エネルギー㈱ 140 261 1.7% 9 11 9 10 －

㈱ 日 立 製 作 所 63 219 1.4% 10 12 10 12 8

コ ス モ 石 油 ㈱ 113 207 1.3% 11 13 11 13 15

沖 電 気 工 業 ㈱ 43 162 1.0% 14 16 15 20 18

伊 藤 忠 エ ネ ク ス ㈱ 122 160 1.0% 19 27 28 46 44

ダ イ キ ン 工 業 ㈱ 41 138 0.9% 12 14 12 14 16

昭 和 シ ェ ル 石 油 ㈱ 92 123 0.8% 13 19 16 21 25

㈱ 日 本 製 鋼 所 21 107 0.7% 15 22 23 15 12

ジャパンマリンユナイテッ
ド㈱（注２）

3 102 0.6% 17 6 － 5 68

　年間調達額に対する比率は、２６年度契約額１５，７１７億円に対する比率である。

  ２１～２３年度の順位は㈱アイ・エイチ・アイマリンユナイテッドとしての順位（Ｈ２５．１．１ユニバーサル造船㈱と経営統合）

３　平成２６年度上位２０社の契約実績

19
９９式自走１５５ｍｍりゅう弾砲、６２口径５インチ砲、ＭＫ２

５キャニスタ、１２０ｍｍ戦車砲砲座付き（１０式戦車用）

20 掃海艦（２０５）

（注１）

（注２）

16 軽油２号（艦船用）（免税）、重油特種１号、灯油１号

17
００式１２０ｍｍ戦車砲用演習弾、１０式１２０ｍｍ装弾筒付翼

安定徹甲弾、８１ｍｍＭ、ＪＭ４１Ａ１りゅう弾、信管なし、０

０式１０５ｍｍ戦車砲用演習弾、８１ｍｍＭ、ＩＲ照明弾

18
軽油２号（艦船用）（免税）、航空タービン燃料ＪＰ－４（免

税）、軽油特１号（免税）

潜水艦ソーナー・システムＺＱＱ－７Ｄ－１、ソノブイ（ＨＱＳ

－１３Ｇ－１・ダイファー用）、電交システム用器材の借上（更

新）、地域通信処理システム用器材の借上（横須賀用）（更

新）、えい航式パッシブソーナーＯＱＲ－４

10
潜水艦救難艦（１１０４）、主機械（２６ＡＳＲ用）、自走式機

雷処分用弾薬、自走式機雷処分用弾薬管制装置、自走式機雷処分

用弾薬

11
高性能２０ｍｍ機関砲性能向上器材、連絡偵察機ＬＲ－２、ＡＬ

Ｑ－１３１改整備器材、ＫＣ－７６７航空機用維持部品（輸

入）、高性能２０ｍｍ機関砲赤外線カメラ換装用器材

12
航空タービン燃料ＪＰ－５（免税）、航空タービン燃料ＪＰ－４

（免税）

13
基地内光伝送路、磁気処理用電源システム（その３）、海上防衛

図演装置用器材（借上）、掃海艦ソーナーシステムＯＱＱ－１０

－１、システム監査ツール借上

14
軽油２号（艦船用）（免税）、航空タービン燃料ＪＰ－５（免

税）、航空タービン燃料ＪＰ－４（免税）

15

7
防衛情報通信基盤（クローズ系）通信電子機器借上、陸幕システ

ム構成品借上、交戦訓練用装置Ⅱ型、師団等指揮システム、情報

処理サブシステムＯＹＸ－１

8
電波監視装置１号機、基地防空用地対空誘導弾、８１式短距離地

対空誘導弾（Ｃ）、捜索用レーダ（ＨＰＳ－１０６・Ｐ－１

用）、火力戦闘指揮統制システム

9
１２０ｍｍＴＫＧ、ＪＭ１２Ａ１対戦車りゅう弾、１２０ｍｍ

Ｍ、ＪＭ１りゅう弾、信管なし、１５５ｍｍＨ、Ｍ１０７りゅう

弾、９１式１０５ｍｍ多目的対戦車りゅう弾

4 次期特別輸送機の取得

5

Ｆ－３５Ａミッション系アビオニクスの米国企業による製造への

下請生産業務委託、０３式中距離地対空誘導弾、９９式空対空誘

導弾（B)、レーダー・セット　Ｊ／ＡＰＧ－２、対空戦闘指揮統

制システム

6

主機械ＬＭ２５００ＩＥＣ型ガスタービン機関（２６ＤＤ用）、

Ｐ－１用エンジン（Ｆ７－１０・搭載用）、Ｐ－３Ｃ用エンジ

ン・オーバーホール（Ｔ５６－１４）、Ｆ１３５－ＰＷ－１００

エンジンの米国企業による製造への下請生産業務委託

1

Ｆ－３５Ａの米国企業による製造への下請生産業務委託、ＳＨ－

６０Ｋ哨戒ヘリコプター、１０式戦車、護衛艦（１６１４）、新

空対艦誘導弾（ＸＡＳＭ－３）（その５）、１２式魚雷、Ｆ－１

５Ｊ／ＤＪ近代化改修（機体）

2
潜水艦用発電機（２６ＳＳ用）、Ｐ－１固定翼哨戒機、Ｃ－２輸

送機、潜水艦（８１２５）、平成２６年度深海救難艇（ＤＳＲ

Ｖ）、８７式対戦車誘導弾、輸送ヘリコプター勢力維持改修

3
野外通信システム、補給管理システム用電子計算機借上、固定式

警戒管制レーダー装置Ｊ／ＦＰＳ－７Ｂ、地上マイクロ伝送シス

テム、水上艦用ソーナーシステムＯＱＱ－２４－１

主 な 調 達 品

過去５ヵ年の順位

順位

区分

契 約 相 手 方 件 数 金　額

年間調達額に
対する比率
【％】（注

１）



 

調達要求元別 品目別

要求機関 件数 金額 担当課室 件数 金額

内　 局 29 744 電 子 音 響 課 322 139,853

防　 大 104 749 電 子 計 算 機 室 263 79,059

防医大 113 1,160 通 信 電 気 課 726 69,607

防　 研 3 126 誘 導 武 器 課 87 127,794

統　 幕 77 49,058 需 品 課 2,363 179,003

陸　 幕 2,046 316,156 武 器 課 192 37,362

海　 幕 1,530 861,335 弾 火 薬 室 241 69,998

空　 幕 1,758 497,375 機 械 車 両 課 578 16,972

情　 本 44 11,293 艦 船 課 69 70,848

技　 本 120 93,045 特 殊 艦 船 室 53 65,476

装　　本 6 139 航 空 機 第 １ 課 308 48,791

地防局 2 22 航 空 機 第 ２ 課 75 374,577

合　 計 5,832 1,831,201 回 転 翼 室 40 39,045

輸 入 調 達 課 283 47,079

有 償 援 助 調 達室 232 465,737

合 計 5,832 1,831,201

（注） 金額は、四捨五入によっているので計と符合しないことがある。

４　平成２７年度装備施設本部調達見込

（単位：百万円） （単位：百万円）



 

要求機関 数　量

　８９式５．５６ｍｍ小銃 ４２１７丁

　８１ｍｍ迫撃砲　Ｌ１６ １門

　１２０ｍｍ迫撃砲　ＲＴ ２門

　９９式自走１５５ｍｍりゅう弾砲 ６両

　１０式戦車 １０両

　ティルト・ローター機 ５機

　機体定期修理及び機齢延伸改修（ＵＨ－１Ｊ） ３６機

　高機動車 ７４両

　電波監視装置３号機 １式

　機体定期修理（ＯＨ－１） ９機

　０３式中距離地対空誘導弾 １式

　９６式多目的誘導弾システム １式

　中距離多目的誘導弾 １式

　野外通信システム ２式

　１１式短距離地対空誘導弾 １式

　電波監視装置１号機 １式

　陸幕システム構成品借上（その２） ２式

　対空戦闘指揮統制システム １式

　護衛艦（ＤＤＧ） １隻

　潜水艦（ＳＳ） １隻

　Ｐ－１用エンジン（Ｆ７－１０・搭載用） ８０個

　Ｐ－１固定翼哨戒機 ２０機

　ＳＨ－６０Ｋ哨戒ヘリコプター ２機

　戦闘機（Ｆ－３５Ａ） １式

  戦闘機（Ｆ－１５）近代化改修 ８機

　９９式空対空誘導弾（Ｂ） １式

　自動警戒管制システムの整備 １式

　ＣＦ６－８０Ｃ２Ｋ１Ｆ推進システム（搭載用） ２式

　基地防空用地対空誘導弾 １式

　戦闘機用エンジンシステムの研究試作 １式

　回転翼哨戒機（能力向上型）（その１） １式

　装輪１５５ｍｍりゅう弾砲（その２） １式

　将来戦闘機システムのバーチャル・ビークルの研究試作 １式

　搭載母機改修 １式

　衛星搭載型２波長赤外線センサの研究試作 １式

技　本

５　平成２７年度主要調達予定品目

品　目

陸　幕

海　幕

空　幕



 

　　・下記内容については、７月１日現在の発注見通しであり、実際の内容と異なる場合があります。

北関東局 宇都宮（２７）隊庁舎新設建築工事 宇都宮駐屯地 15ヶ月 建築一式工事 隊庁舎（RC造4階建 約3,700㎡）

北関東局 防医大（２７）病棟改修建築工事 防衛医科大学校 14ヶ月 建築一式工事
病棟の内、５階から地下１階の耐
震補強等の改修他

北関東局 防医大（２７）病棟改修電気工事 防衛医科大学校 14ヶ月 電気工事
病棟の内、５階から地下１階の耐
震補強等改修の電気・通信工事他

北関東局 防医大（２７）病棟改修機械工事 防衛医科大学校 14ヶ月 管工事
病棟の内、５階から地下１階の耐
震補強等改修の機械工事他

南関東局 富士（２７）訓練施設新設等建築その他工事 富士学校 14ヶ月 建築一式工事
訓練施設（RC造3階建 約1,800㎡）
等

南関東局 船越外（２７）庁舎等新設造成等工事 横須賀地方総監部 15ケ月 土木一式工事
庁舎及び宿舎新設に伴う敷地造成
工事（約10万㎥）等

南関東局 田浦（２７）倉庫新設建築工事 横須賀地方総監部 24ケ月 建築一式工事 補給倉庫（S造3階建 約15,200㎡）

南関東局 横須賀米軍（２７）工場（２９５）新設等建築その他工事 横須賀海軍施設 27ヶ月 建築一式工事 工場（SRC4階建 約9,400㎡）等

南関東局 横須賀米軍（２７）工場（２９５）新設機械工事 横須賀海軍施設 27ヶ月 管工事
工場（SRC4階建 約9,400㎡）のク
レーン9基、付帯機械工事一式

近畿中部局 経ヶ岬（２７）隊庁舎新設等建築工事 経ヶ岬分屯基地 17ヶ月 建築一式工事 隊庁舎（RC造3階建 約3,800㎡）等

中国四国局 松山(27)隊庁舎等新設建築その他工事 松山駐屯地 23ヶ月 建築一式工事 隊庁舎（RC造5階建 約7,580㎡）等

中国四国局 善通寺(27)隊庁舎等新設建築その他工事 善通寺駐屯地 22ヶ月 建築一式工事 隊庁舎（RC造5階建 約9,060㎡）等

中国四国局 岩国飛行場(H27)低層住宅(１～１７工区)新設電気その他工事 岩国飛行場 14ヶ月 電気工事
低層住宅（RC造3階建 約870㎡×4
棟他65棟の電気、通信工事、構内
配電線路、構内通信線路工事

中国四国局 岩国飛行場(H27)低層住宅(１８～２２工区)新設電気その他工事 岩国飛行場 14ヶ月 電気工事
低層住宅（RC造3階建 約1,200㎡×
3棟他30棟の電気、通信工事

中国四国局 岩国飛行場(H27)低層住宅(１～１７工区)新設機械工事 岩国飛行場 14ヶ月 管工事
低層住宅（RC造3階建 約870㎡×4
棟他65棟の機械工事

中国四国局 岩国飛行場(H27)低層住宅(１８～２２工区)新設機械工事 岩国飛行場 14ヶ月 管工事
低層住宅（RC造3階建 約1,200㎡×
3棟他30棟の機械工事

中国四国局 岩国飛行場(H27)低層住宅新設土木工事 岩国飛行場 14ヶ月 土木一式工事
低層住宅（RC造3階建 約1,200㎡×
3棟他101棟の土木工事

中国四国局 岩国飛行場(H27)愛宕山(運動施設地区)陸上競技場新設建築その他工事 岩国飛行場 21ヶ月 建築一式工事
400ｍトラック、スタンド（RC造一
部S造2階建 約100㎡)の土木、建築
工事及び附帯設備工事等

中国四国局 岩国飛行場(H27)愛宕山(運動施設地区)文化交流施設新設建築工事 岩国飛行場 21ヶ月 建築工事一式
文化交流施設（RC造2階建 約4,500
㎡）等

中国四国局 岩国飛行場(H27)愛宕山地区法面整備工事 岩国飛行場 19ヶ月 土木一式工事 法面整備工事

中国四国局 岩国飛行場(27)藻場・干潟回復工事 岩国飛行場 16ヶ月 土木一式工事 盛土工事（海上施工）

九州局 目達原(27)整備場新設建築その他工事 目達原駐屯地 16ケ月 建築一式工事
整備場（S造3階建 約6,570㎡）の
建築工事及び附帯土木工事

九州局 相浦(27)整備場等新設建築その他工事 相浦駐屯地 17ケ月 建築一式工事
整備場（S造平屋建/RC造2階建 約
3,110㎡）等の建築工事（第Ⅰ期）

九州局 相浦(27)隊庁舎新設建築工事 相浦駐屯地 20ケ月 建築一式工事 隊庁舎（RC6階建 約9,250㎡）

沖縄局 空自那覇（２７）隊舎新設建築その他工事 那覇基地 12ヶ月 建築一式工事 隊舎（RC造3階建 約5,500㎡）等

沖縄局 シュワブ(H27)厚生施設（０５１１）造成等工事 キャンプ・シュワブ 13ヶ月 土木一式工事 敷地造成工事一式

※上半期の発注予定主要工事は前号に掲載しています。

　平成２７年度下半期に各地方防衛局において発注を予定している主要な工事は次のとおりです。

　　・工事概要のうち規模等の細部や入札方法、公告次期等については各地方防衛局のＨＰを参照ください。

局名 工事件名 場所 期間 種別 工事概要

地方防衛局における平成２７年度発注予定主要工事について（下半期）


